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10. 強震観測記録のデータベース化と web 公開 

 

10.1 背景と目的 
 

兵庫県南部地震の際に発生した「震災の帯」での強震観測記録がほとんど得られなかった教

訓を元に，防災科学技術研究所，自治省消防庁，気象庁などの公的機関が中心となって，全国

に膨大な数の強震計の設置が行われ，強震観測網が整備・強化された 1)。これらの強震計は自

然地盤の地震動の観測が目的であるため，地表や基盤に設置されている。得られた地震記録は，

強震計の設置状況や地盤データと共にデータベース化（以後，DB 化と略記する）され，web

などで公開されており，データの共有化が進んでいる。その代表例が K-NET2)，KiK-NET3)で

ある。 

これに対し，建物を対象とした強震観測は民間を主体としているため，不況下で観測点数は

頭打ちの状況にある。また，観測対象建物，設置状況等の紹介，地震記録の公開などに関して

は，地盤での強震観測事例に比べ，あまり進んでいないのが現状である 4), 5)。この原因として，

建物が個々に異なること，観測の主体が民間でありオーナーの考え方により強震計の設置やデ

ータ公開が左右されることなどが挙げられる 6)。しかしながら，カリフォルニアでは耐震設計

基準を改善するための基礎データ収集を行うことを目的に CSMIP が設立され，同時に強震観

測のための課金制度が法制化されている 7)。日本においても地震工学・耐震工学の発展には，

強震観測記録の共有化は不可欠である 8)ことから，建物を対象とした強震観測事例と観測記録

の DB 化，及びデータの共有化を図る意義は大きい。 

このような背景から本章では，建物の強震観測記録の共有化を図るために，名古屋大学東山

キャンパス内で行われている複数の建物の強震観測事例 9), 10)や常時微動計測記録 11), 12), 13)の

DB 化を行い，これらを一元化して web 公開するシステムを開発した。同様の試みを民間の建

物を対象として行う場合には，どの程度のレベルの強震観測体制を構築するか，どの程度のデ

ータを最低限公開する必要があるか等を検討する必要があることから，本章ではこれらの検討

を行う際の判断材料となりうるよう，出来る限りのデータを DB 化し，公開を試みている。ま

た，今回構築した web ページは，希望者にはソース提供も行っている。これにより今後，他

の公的機関や民間の観測機関においても，建物の強震観測事例や観測記録の DB 化とデータ公

開が促進されることが期待される。本章で作成した web サイトは以下の URL よりアクセス可

能である。http://sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp/~smsr/higashi/ 

なお，上記のサイトのサーバはハードウエアに Fujitsu 製 GP400Smodel10，OS は Solaris2.6，

web サーバソフトに Apache を用いたが，固有の機能は使用していない。他の機器やソフトを

用いても同様の web サイトが運用可能である。作成した web ページは一般的なブラウザソフ

トで閲覧可能である。ただし，一部の補助的な機能は JavaScript で実装しているため，Java Script 

が実行できるブラウザソフトを推奨している。 
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10.2 web サイトの概要 
 

 建物の強震観測記録を利用する際には，地震記録そのものだけではなく，建物の諸元や地盤

データ等の設計時に使用されるデータと，センサー配置や観測機器等の強震観測に関わる一連

のデータが必要となる。これらのデータを web で公開するためには，様々なデータをカテゴリ

ごとに分類し，ユーザが得たい情報を容易にアクセスできるシステムを構築する必要がある。

同時に，管理者サイドが更新等を容易に行えるよう，更新の必要がほとんどない静的なデータ

と，更新を頻繁に行う必要のある動的なデータを分離しておかなければならない。そこで今回

構築した web サイトでは，建物の強震観測に関わるデータを図 10.1 に示すように，静的なデ

ータである「建物データ」「地盤データ」「観測機器」と動的なデータである「地震記録」の 4

つのカテゴリに分類した。これらのカテゴリに web ページの概要を含む「ホーム」と，web ペ

ージを構築する際に参考にした「参考文献」，データの利用規則や使用方法を含む「データ利

用」を加えて，web サイトのメニューとして活用している（図 10.2）。これによって必要な情

報を容易に閲覧，またはダウンロードすることが可能なようになっている。以下，前述の 4 つ

のカテゴリに含まれるデータを詳細に紹介する。 

 

建物データ 

建物データには，図 10.1 に示すように「マ

ップ」「建物リスト」「詳細データ」「写真集」

の 4 つのカテゴリが含まれており，これら

は web では図 10.2 に示すようにサブメニュ

ーとしている。「マップ」では，東山キャン

パス内の建物配置と強震観測点が一覧でき

るようになっている。また，建物の概観を

容易に捉えるために，各建物のイラストに

マウスを当てると写真が現れるロールオー

バー効果を施した。多点強震観測建物は，

後述する「詳細データ」へリンクされてい

る。 

「建物リスト」では，強震観測を行って

いる建物の強震観測点数，常時微動記録の
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図 10.1 データ分類 

図 10.2 建物データ（マップ） 
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有無，その他の情報の有無を一覧するためのリストが示されており，このリストからも，各建

物の詳細データへアクセスできるようにリンクが張られている。 

「詳細データ」には，各建物に含まれる様々な情報をカテゴリ別に閲覧できるよう，図 10.1

に示す「建物概要」「構造概要」「ボーリングデータ」「図面」「常時微動記録」「強震観測概要」

に分類をした。 

柱リスト

梁リスト

軸組図

梁伏図

基礎伏図

杭伏図

図 10.5 建物の詳細データ（図面） 
図 10.7 建物の詳細データ 

（強震観測概要） 

図 10.3 建物の詳細データ 
（建物概要と構造概要）

図 10.4 建物の詳細データ 
（ボーリングデータ） 

図 10.6 建物の詳細データ 
（常時微動記録） 
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 「建物概要」には，竣工年，位置情報（緯度・経度），建築面積，延床面積，階数，高さ，

軒高，用途が含まれ，「構造概要」には，構造種別，骨組形式，基礎種別（支持層，基礎形式），

スパン，柱・梁サイズ，伏図などが含まれる。「建物概要」と「構造概要」は図 10.3 に示すよ

うに一つのページにまとめ，写真とともに見ることで，その建物の諸元が容易に把握できるよ

うにした。「ボーリングデータ」には図 10.1 に示すように，調査地点，柱状図，N 値，推定 S

波速度，推定単位体積重量が含まれる。これらのデータは図 10.4 のように図化して示すことに

より，概観が捉えられるようにした。PS 検層を行っている地点については，図中にデータを

追記してある。ボーリング調査は建物建設時に行われたものがほとんどであり，建物周辺に調

査地点が複数ある場合が多い。これらのデータは図 10.4 に示すようにクリッカブルマップから

閲覧可能である。「図面」には図 10.5 に示すように，構造図面一式（杭伏図，基礎伏図，梁伏

図，軸組図，部材リスト）が含まれている。本 web サイトでは，ユーザが構造解析モデルを構

築できるよう，部材リストも示すこととした。「常時微動記録」には図 10.6 に示すように，常

時微動計測から得られた伝達関数などが示してあり，建物の振動特性が把握できるようになっ

ている。「強震観測概要」には図 10.7 に示すように，観測地点数，センサー配置，使用機器，

収録設定が記述してある。使用機器については，「観測機器」のカテゴリで機器の詳細なスペ

ックを示した。収録設定には，地震記録を用いる際に重要となる，時刻校正，サンプリング振

動数，トリガレベル等の情報が記述してある。 

 

地盤データ 

「地盤データ」には，図 10.1 に示すように「地形概要」

「標高＆切盛」「ボーリングデータ」のカテゴリが含まれ，

「建物データ」の場合と同様に図 10.8 に示すようにサブ

メニューを構成している。 

「地形概要」では，名古屋大学東山キャンパス周辺の地

盤条件の概要を把握できるよう，東山キャンパス及び名古

屋市域の地形概要，地質概要，地形形成過程が示してある。 

「標高＆切盛」には，図 10.8 に示すように東山キャン

パスの 1936 年と 1991 年の標高，及びその差から求めら

れる切盛マップ 14)が示してある。これにより，キャンパス

開発に伴って地形改変が大規模に行われた様子が分かる。

これらの図は，地形改変に伴う局所的な地盤の不整形性が

地盤震動に及ぼす影響を検討する際の情報として意義を

持っている。 

「ボーリングデータ」には，図 10.9 に示すようにボー

リング調査地点が記されており，調査地点をクリックする

と図 10.4 に示したボーリングデータの図のみが現れるク

リッカブルマップになっている。 

図 10.8 地盤データ 
（標高＆切盛） 

図 10.9 地盤データ 
（ボーリングデータ）
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地震記録 

「地震記録」には，図 10.1 に示すように「データ収録状況」「波形」「震度マップ」と「ダウ

ンロード」のカテゴリが含まれる。 

「データ収録状況」では， 1996 年度より行われている強震観測のデータ収録状況を一目で

把握するために，図 10.10 のようにイベント発生日，震源時，震央地名，緯度，経度，深さ，

規模，震度，情報源，地点名と記録の有無を DB 化した。また，発生日の日付をクリックする

と，図 10.11 に示す東海地区での震度マップが現れるようにすることで，震源方向や地震規模

を容易に把握できるようにした。 

「波形」では，全ての強震観測建物の名称が示してあり，それをクリックすると，図 10.12

のように選択した建物で得られている全ての成分の加速度波形が表示される。加速度波形は日

付毎に左から EW，NS，UD 成分の順に示してある。多点観測地点の場合は，建物では上から

最上階，1 階，地盤の順に表示し，地盤では上から地表，地中のように示してある。表示され

る波形の大きさは十分とはいえないが，振幅レベル，包絡形，建物あるいは地盤での増幅の様

子，ノイズの有無などの概略が一見して捉えられるようになっている。 

「ダウンロード」では，デジタルデータのダウンロードが行えるようにしている。ダウンロ

ード方法やデータフォーマットの詳細は後述する。 

 

観測機器 

「観測機器」には，図 10.1 に示すように

強震観測機器，常時微動計測機器のカテゴ

リが含まれる。強震観測機器では，東山キ

ャンパス内に設置されている強震計

（SMAC，Etna，K2）のフィルタ特性や分

解能などのスペックと特徴が記述してある。

常時微動計測機器も同様に，機器のスペッ

ク，特徴が記述してある。 

 

10.3 地震記録のダウンロード方法 

 地震記録をダウン

ロードするためには，

ユーザ登録を行う必

要がある。ユーザ登

録制とした理由は，

以下に示す注意事項

に同意した上でデー

タを利用してもらう

ためである。 

 

図 10.11 地震記録（震度分布） 

図 10.10 地震記録（データ収録状況） 
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① web 内に含まれるデータの著作権は名古屋大学に帰属すること。 

② 提供される情報・データ及びその使用により生ずる一切の責任はユーザが負うものとす

ること。 

なお，ユーザ登録は，「データ利用」メニューの「ユーザ登録」サブメニューから行うことが

出来る。ユーザ登録を終えた後の操作は， 

① 「地震記録」メニューの「ダウンロード」サブメニューをクリックするとユーザ名とパ

スワード入力画面が表示される。 

② ユーザ名とパスワードを入力すると，図 10.13 に示す建物の選択画面になる。 

③ ダウンロードを行いたい建物をクリックすると，図 10.14 に示す各建物の地震記録の一

覧から，ダウンロードできる画面が現れる。 

④ ダウンロードを行いたいデータ（図 10.14 の○印，又は▲印）をクリックするとダウン

ロードが行われる。 

ダウンロードされるデータフォーマットの詳細は後述する。図 10.14 の DB に記されている

▲印は，コメント欄に記述されているように，ノイズが含まれているなどのため，取り扱いに

注意が必要なデータであることを意味する。図 10.14 のメニューバー右下にある＜波形表示＞

をクリックすると，図 10.12 に示した加速度波形が新しいウィンドウで表示される。また，図

10.14 の日付をクリックすると，図 10.11 に示した

震度マップも新しいウィンドウに現れる。したが

って，ユーザは地震記録 DB，加速度波形，震源

マップの 3 つのウィンドウを見ながら，選択的に

地震記録のダウンロードを行うことができる。 

ダウンロードを行えるデータは，データの信頼

性を十分確認したものとした。今後，他の建物で

も同様の確認をした上で，公開を順次進めていく

予定である。また，地盤観測点の記録については， 図 10.13 地震記録 
（ダウンロードの建物選択） 

図 10.12 地震記録（波形） 図 10.14 地震記録 
（各建物のダウンロード画面）
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地盤の不整形性を詳細に検討が出来るよう，浅層地盤のデータを整理した後，順次公開を行う

予定である。 

 

10.4 公開データのデータフォーマット 
本システムよりダウンロードされる地震記録のファイル名は，図 10.15 に示すように観測点

コード，年月日，時分秒，地点コード，拡張子の順に並んでいる。なお，時分秒はトリガタイ

ムである。トリガレベル，プレトリガ，ポストトリガ，サンプリング振動数など強震計の設定

条件は，10.3.2 節で述べたように，「建物データ」メニューの「詳細データ」サブメニューの「強

震観測概要」に記してある。データフォーマットは，今回ユーザとして対象としている研究者

や実務設計者が一般的な表計算ソフトで容易に扱えるようテキスト形式とし，表 10.3 に示すよ

うにタブ区切りで左から，時間(sec)，EW，NS，UD 成分の数値データが順に並んでいる形式

とした。表 10.3 では説明のためヘッダがつけてあるが，ダウンロードされるファイルには数値

データのみが納められている。 

ファイルは ZIP 形式で圧縮してあるが，展開は各種フリーウェア，シェアウェアをインスト

ールすれば可能である。ダウンロード

したデータを扱う上で注意する必要が

あることを以下に記述する。 

① 公開した地震記録は，強震計固

有のデータフォーマットからア

スキー型に変換し，ゼロ線補正

のみを行ったものである。 

② 地盤の強震計設置方位と，建物

の強震計設置方位は異なる。地

盤の強震計設置方位は真北を

基準としているが，名古屋大学

東山キャンパスの建物群は図

10.16 に示すように，真北に対

して 25.5 度時計回りに回転し

た方位を基準としている。した

がって，地盤と建物の記録を同

時に使用する際にはどちらか

の方位補正をする必要がある。 

図 10.15 地震記録のファイル名称 

eng4 010927. 181506.05c. zip
観測点
コード

年月日 時分秒 地点
コード

観測点コード 建物名称

eng4 工学研究科4号館

eng9 工学研究科9号館

engn 工学研究科新1号館

地点コード 地点 備考

11c 11F（中央） 10階建ての場合は屋上

05c 5F（中央） 4階建ての場合は屋上

01w 1F（西端）

g01 GL -1m

g14 GL -14m

g57 GL -57m

e1c 東館1F（中央） 隣接する建物の場合

w1c 西館1F（中央） 隣接する建物の場合

eng4 010927. 181506.05c. zip
観測点
コード

年月日 時分秒 地点
コード

eng4 010927. 181506.05c. zip
観測点
コード

年月日 時分秒 地点
コード

観測点コード 建物名称

eng4 工学研究科4号館

eng9 工学研究科9号館

engn 工学研究科新1号館

地点コード 地点 備考

11c 11F（中央） 10階建ての場合は屋上

05c 5F（中央） 4階建ての場合は屋上

01w 1F（西端）

g01 GL -1m

g14 GL -14m

g57 GL -57m

e1c 東館1F（中央） 隣接する建物の場合

w1c 西館1F（中央） 隣接する建物の場合

Time(sec) EW NS UD
0 -0.073185 0.750233 1.002294

0.01 -0.195256 0.597645 0.956517
0.02 -0.103703 0.704457 1.017552
0.03 -0.103703 0.704457 1.017552
0.04 -0.195256 0.628163 0.987035
0.05 -0.057926 0.765492 1.002294
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・

表 10.3 ダウンロードした地震記録の 
ファイルフォーマット 

図 10.16 強震計の設置方位 

建屋内
検出器方位

建屋外
検出器方位

真北

25.5°

建屋内
検出器方位

建屋外
検出器方位

真北

25.5°

真北

25.5°
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 本章では，名古屋大学東山キャンパスに既存の建物強震観測事例と観測記録を対象として，

DB 化と web 公開システムの構築を行った。今後，同様のシステムを地域全体の建物に広げる

ことで，強震時にリアルタイムで被害情報を収集し，震後の災害支援システムに拡張できると

考えられる。近い将来に東海，東南海，南海地震が発生するであろうと予測されている東海地

区において，本章で構築したシステムは大きな意味を持つと考えられる。しかし，これらを実

現させるためには，民間データの共有化が欠かせないため，本章では，民間からのデータ公開

を少しでも促せるよう，できる限りのデータ公開を試みた。また，今回構築したシステムを希

望者にはソースも提供することで，本章と同様の強震観測記録の DB 化と公開が行われ，デー

タの共有化が進むことが期待される。 
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